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1．課題設定

　多くのアジア諸国では1980年代から政治状況の相対的自由化と急速な経済発展を背景

に、高等教育の水準向上・国際化への道を模索しながら大学等の高等教育体制の変化・発

展を経験してきた。モンゴルでも、1980年代末の民主化運動を経て、1992年の憲法発布に

よって民主主義国家への移行及び市場経済への漸次的移行が図られた。その結果、高等教

育に関しても、ロシアの強い影響下にあったモデルからの脱却が図られ、急激な変革の流

れが生まれた。例えば、高等教育機関の中央集権的管理体制の廃止及び自治権の付与、高

等教育機関への柔軟かつ多様な教育をする機能と研究の機能の付与、学費無償及び給与支

給の停止とすべての高等教育機関への学費徴収の導入、私立高等教育機関の創立と国立高

等教育機関の民営化等の変化が生じた。

　その中でも特に重要な変化は、ロシアの援助がなくなったため、モンゴルの高等教育は

経済的面で様々な課題が生じ、とくに高等教育にかける予算も限定的で厳しくなった。モ

ンゴルでは私立大学が多く設置されているが、私立大学に対して政府は財政支出を行って

いない。一方、近年の国立大学の状況について、2015年9月に現地調査で行った聞き取り

調査によると、教育科学スポーツ省から国立大学への支出は非常に限られている。平均す

れば、国立大学予算の90％は学費収入で政府負担はその残りの部分でしかなく、大学予算

において学生が納付する学費が大きな割合を占める構造となっている。政府が負担するの

は水道料、電気代、施設費・維持費のみであると述べている 1。

　モンゴルの大学の収入構造に特化した先行研究は、管見の限り見当たらない。関連する

研究としては、Awirmed・Nurbek（2015）やLkhagva・小早川（2017）の教育財政制度につい

て論じた研究が挙げることができる。Awimed・Nurbekによると、大学の収入構造の内訳

を学費とその他とに分け、それぞれの割合と支出を検討しているが、それを踏まえて大学

教員の給与を引き上げることを提案するに留まっている 2。また、Lkhagva・早川（2017）は、
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1 2015年9月8日に教育科学スポーツ省で実施したBayar, D. （Senior Officer of Strategic Policy and 
Planning Department）のインタビューによる。 

2 Awirmed.G,Nurbek.R “Bagshiin tsalingiin osolt bolowsroliin chanariig deeshluuleh neg undes 
boloh ni” Deed bolowsroliin shinechleliin tulgamdsan asuudal, Deed bolowsrol sudlaliin mongoliin 
niigemleg,2015 on,140-148 huudas.



モンゴルの教育財政制度の制度的な枠組み、とくに普通教育機関について明らかにしたも

のである 3。

　以上を踏まえ本稿では、モンゴルにおける高等教育財政制度研究の一環として、国立大

学の予算について、とくに国立大学の収入構造と関連する法規定を分析し、国立大学の予

算の実態を明らかにすることを目的とする。研究手法としては、文献調査と実態調査を用

いる。そのうち文献調査では、「1991年教育法」、「1995年教育法」、「1995年高等教育法」「2002

年教育法」「2002年高等教育法」の法規定や「高等教育資金と学生の社会保障」法や「政府

の教育に関する政策 /2014-2024 /」において、大学の予算に関する規定はどのようになって

いるかを検討し、特に国立大学の予算の中で、国から提供する分はどのような収入源になっ

ているかに着目し、その後の変化をまとめる。また、実態調査では、国立大学の代表的な事

例としてモンゴル国立大学を選出し、確認できる期間である2015年、2017年、2019年の

収入源を取り上げ、実態として国立大学の収入構造はどうなっているか、どのように変わっ

たか、さらに、予算の中で、政府から提供する分がどれぐらいかについて検討を行った。

　上記の課題を検討するにあたって、本稿は次のような構成を持つ。まず、モンゴルの高

等教育制度を概観して、その動向を把握する（第2章）。それを踏まえ、大学の予算及び国

からの収入源に関する規定に集点をおき、これらの規定の変容について、明らかにすると

ともに（第3章）、モンゴル国立大学の収入源について実態調査行う（第4章）。そして最後に、

まとめを行う（第5章）。

2．モンゴルの高等教育の制度

本章では、高等教育の制度の状況を概観する。

　まず1940年12月6日国家大会議の決議によって、国として初の大学を設立することが決

定され、第二次世界大戦中の1942年10月5日にモンゴル初の大学として、畜産学・教育学・

医学の3専攻科から成るモンゴル国立大学（The National University of Mongolia、以下NUM

とする）が創立された。最初は、レンガ造り2階建ての建物に140名超える学生と34人の教

師を収容すると想定されていたが、当時は人材調達が非常に困難であったため結局400人

を超えるロシア人スタッフ（教授や講師など）が同大学で働いていたと言われている4。こ

の大学のモデルとなったのは、ソ連における大学であり、創立当時から1990年頃まで、ソ
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3 Lkhagva Ariunjargal・小早川倫美「現代モンゴル教育財政制度の構造と諸特徴―初等中等教育
段階の財源構成を事例として―」『教育行政学研究』第38号、西日本教教育行政学会、2007年、
19-27頁。

4 佐々木宏益「モンゴルの高等教育と生涯学習」『生涯学習センター研究年報』北海道大学高等
教育機能開発総合センター生涯学習計画研究部、第8号、2001年、61頁。



連からほぼすべての面で支援を受けていた。1946年の第一回卒業生のうち、16名が獣医に、

1名が畜産家に、18名が教員になり、計35名が学士号を取得した。その後、モンゴルの高

等教育体制は、NUMを中核に据え、同大学が新しい学部を増やすとともに、既存の学部を

大学から切り離して独立させ、次々に独自の高等教育機関として展開することで拡大した。

当時の授業料は無料で、給料まで支給された。1960年頃の労働者の平均賃金が500Tgであっ

たが、その時代に1年生は225Tg、2年生は250Tg、3年生は275Tg、4年生は300Tg給付さ

れた 5。ただし成績の良い学生は増額され、悪い学生は減額された。また、当時の大学の収

入源に関して、1943年の時点では、国からの収入は65.5％、その他は34.5％を占めていた。

高等教育への主要な収入は国からであり、その他の収入の中には当時同じく社会主義で

あった国々からの援助や支援もあった 6。

　しかし、前述したように、ソ連崩壊と同時期に体制移行が行われたモンゴルではロシア

との協力連携関係が次第になくなったことにより、ソ連の影響を強く受けた教育制度・内

容から全く違う方向へと転換する高等教育改革が進められることになった。例えば、これ

まで認められていなかった私立のほかにも、官民合弁の学校、外国資本の学校等々、多様

な教育機関の設置が可能となった。一方、モンゴルの高等教育は経済的面で様々な課題が

生じた。これらの課題に対し、いくつかの取り組みが行われることになった。

　具体的な取り組みとしては、まず、1993年に国有教育機関への支援に関する政府の第

107議決によって「学習国有基金」が設立されたことがあげられる。この基金に基づいて、

優れた才能の学生、資金難にある学生、政府との契約の下で学ぶ学生を対象として援助が

行われることになった 。これは、同年の教育科学スポーツ省の大臣令により社会主義期か

ら続いた学費無償及び給与支給制度が廃止され、すべての高等教育機関で学費が徴収され

るよう定められたことに対応して行われたものだった。現在2020年時点でも、「学習国有

資金」は名前を「教育ローン基金」に変え、高等教育の学生に関連規定に従って、財政的援

助を行なったり、奨学金や学費のローン提供、ローンを返済させる活動を行う目的で、20

種類のプログラムを行っている機関として存在している。その他の高等教育機関の学生を

財政的に援助していた事例としては、大統領だったエルベグドルジの命令により、2012年

1月から高等教育機関の全ての学生に月額70,200Tgの奨学金が一時的に支給されることに

なった事例がある。

　このように、モンゴルの高等教育の歴史は、NUMから始まり、国立大学しかなかった社

会主義時代において、大学の予算は国と社会主義であった国々からの援助や支援によって
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5 通貨単位はトゥグリク（TgまたはMNT）。日本円100円に対しては約2,527Tg（2020年1月30
日現在によると）。

6 1943on Ikh Surguuliin arhiwiin material.



賄われ、授業料は無料の上、学生に奨学金を支給していた。

　しかし、民主主義国家への移行後、大学の予算で様々な課題が生じた。私立機関の誕生

とともに、すべての高等機関機関に授業料が導入されることになった。それに伴って経済

的に困難な状況に落ちる学生を支援する目的で、「学習国有資金」が設立され、現在に至っ

て学生にローンや奨学金の提供など多数のプロジェクトの運営を行う「教育ローン基金」

として事業展開されている。

　最後に、関連統計を元に高等教育の変化・発展の状況を確認しよう。

　高等教育機関数についてみると、1985年に8校あった高等教育機関は急激に増え、1995

年に67校まで増加した。その後2000年に172校となり、最多数となった。この2000年まで

の急激な増加を主導したのは私立機関で、1995年、2000年にはそれぞれ41校、134校を数

えていた。機関数はその後減少し、2019年には高等教育機関の総数は94校にまで減少し

た。この減少は特に2010年度からの国立大学の再編に起因している。この再編は2010年1

月20日に承認された「国立高等教育機関のいくつか機関の再編」に関する政府の第15号決

議の施行に起因する。この決議によって同じ専門分野において教育を提供している複数の

国立高等教育機関が再編され、2000年に38校あったのが2015年の16校まで減少した。また、

多くの私立大学において問題となっていた教育の質の低さへの対策として、認定基準の強

化等が実施されたことも大きな影響を及ぼし、2000年から2015年への高等教育機関の減

少が発生した。

　学生数では、1985年には学生総数が2万4600人だったのに対し、2000年になると学生総

数は8万4900人にまで急増した。このうち、国立高等教育機関の在学者が5万6900人（67％）、

私立高等教育機関の在学者が2万8000人（33％）という内訳だった。2019年には、学生総

数15万7625人のうち、国立高等教育機関の在学者が8万7992人（55.8％）、私立高等教育機

関の在学者が6万9370人（44％）となっている。以上から、機関数では私立機関が圧倒的に

多いにも関わらず、学生数の上では国立高等教育機関の在籍者が継続的に60～ 70％を占

めていることが分かる。これらの動向をまとめると、機関数の増加は主に私立機関に見ら

れたものの、2000年代の10年間で2倍近くになった学生の受け皿は、いまだに国立の高等

教育機関になっていると言える。
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表1．高等教育に関する主要なテータの推移

出典： 1942-1943年 はB.Sambuu、Ardiin Bolowsroliin system, 1989 on, 181 huudas、1958年 は Sh. 
Tsoodol Deed Bolowsroliin Hogjliin zarim asuudal, 1980 on, 14 huudas、1970年 や1980年 や
1985年はBugd Nairamdah Mongol Ard Ulsiin Surgaltiin sistem, 85 huudas、1995年はMongolian 
Statistical Yearbook 2000, Ulaanbaatar 2001, p207. を 元 に 筆 者 作 成。2000年 はO.Sarantuya 
Shiljiltiin ueiin bolowsroliin niigmiin asuudal, 2005on, 37 huudas、2014-2015、2017-2018、2018-
2019年はモンゴルの教育科学スポーツ省のホームページhttps://mecss.gov.mn/category/40/

（最終アクセス2020年1月30日）。

3．予算に関する法規

　本節では、1990年代以降における大学の予算に関わる法規定の変遷について整理する。

まず、学費が導入される前の「1991年教育法」における、大学の予算の内訳について整理し、

続いて「1995年教育法」「1995年高等教育法」の大学の収入構造についての規定を整理する。

それから、これらの規定の現在に至るまでの変更や大学の予算における政府の関連につい

て規定を、「2002年教育法」、「2002年高等教育法」、資金調達と学生の社会保障に特化して

2011年に制定された「高等教育資金と学生の社会保障」法や2015年に定められた「政府の

教育に関する政策 /2014-2024 /」を用いて整理する。

　まず、「モンゴル人民共和国教育法」（以下、「1991年教育法」と表記）における規定を確

認する。この法律は、民主主義移行後の初めての教育に関連した法律であり、1991年8月1

日に施行された。「1991年教育法」における大学の予算に関する規定は同法の第4章「教育

機関の資金調達、学校寮」に見られ、教育機関の予算について次のように定めている。すな

わち、国有の教育機関の資金源は、国及び地方の予算、企業や市民から提供する学費、寄付

金からなる（第19条第1項）とした上で、教育の資金調達の予算は学生1人当たりの教育費

を基準とし、その基準は内閣が決定すること（同条第3項）と定められている。

　その後1995年になると、「1991年教育法」に代わって「1995年教育法」 と、初めて高等教

育に特化した「1995年高等教育法」 が制定された。なお、現在確認できる「1995年高等教育
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表１．高等教育に関する主要なテータの推移 

 

出典：1942-1943 年は B.Sambuu、Ardiin Bolowsroliin system, 1989 on,181 huudas、

1958 年は Sh.Tsoodol Deed Bolowsroliin Hogjliin zarim asuudal, 1980 on,14 huudas、

1970年や1980年や1985年はBugd Nairamdah Mongol Ard Ulsiin Surgaltiin sistem, 85 

huudas、1995 年は Mongolian Statistical Yearbook 2000,Ulaanbaatar 2001, p207.を元

に筆者作成。2000 年は O.Sarantuya Shiljiltiin ueiin bolowsroliin niigmiin asuudal, 
2005on,37 huudas、2014-2015、2017-2018、2018-2019 年はモンゴルの教育科学スポー

ツ省のホームページ https://mecss.gov.mn/category/40/（最終アクセス 2020 年１月 30 日）。 

 

３３．．予予算算にに関関すするる法法規規  

本節では、1990 年代以降における大学の予算に関わる法規定の変遷について整理する。

まず、学費が導入される前の「1991 年教育法」における、大学の予算の内訳について整理

し、続いて「1995 年教育法」「1995 年高等教育法」の大学の収入構造についての規定を整

理する。それから、それらの規定の現在に至るまでの変更や大学の予算における政府の関

連について規定を、「2002 年教育法」、「2002 年高等教育法」、資金調達と学生の社会保障に

特化して 2011 年に制定された「高等教育資金と学生の社会保障」法や 2015 年に定められ

た「政府の教育に関する政策/2014-2024 /」を用いて整理する。 

まず、「モンゴル人民共和国教育法」（以下、「1991 年教育法」と表記）における規定を

確認する。この法律は、民主主義移行後の初めての教育に関連した法律であり、1991 年８

月１日に施行された。「1991 年教育法」における大学の予算に関する規定は同法の第４章



法」と「1995年教育法」は次の「2002年高等教育法」や「2002年教育法」が制定された時点

で無効になった法律であり、2001年時点まで有効であった法内容である。モンゴル国にお

いては、いったん制定された法律は、必要に応じて修正点が変更されたり書き加えられた

りしたものが法文として残るように改正され、修正前の条文は修正版の施行をもって無効

になる。この点に留意してこれら条文を検討すると、1990年代後半の状況について次のこ

とが分かる。

　まず、新しく制定された「1995年教育法」において、大学の予算に関する規定は次のよ

うに定められている。すなわち、第5章「教育経済」第34条「政府の教育機関への資金調達」

第4項において、1998年7月23日の改正によって改定された規定により、内閣が教育を担

当する中央行政機関と財務省の提案に基づいて、国有の教育機関の資金源における国及地

方の予算およびその他の収入の適切な比率を毎年決定するものとするとした。さらに2000

年2月3日の改正によって追記された規定により、国有の教育機関を規範的費用 7で資金調

達する原則に従うとともに、大学およびカレッジの固定費は国の予算から賄われると規定

され（第1項）、また、高等教育カリキュラムの費用を内閣が共通して教育機関の場所と種

類によって毎学年に決定する（第2項）と定められ、さらに、国有の大学及びカレッジの資

金源として、国の予算、授業料、学術プロジェクト活動や自身の事業活動の収入から成る（第

3項）と定められた。

　次に、「1995年高等教育法」第8章「高等教育の経済、社会福祉」の第20条「高等教育の資

金調達」において、国有の大学またはカレッジの資金源として、①国からの予算、②科学、

研究活動のプロジェクトの資金調達、③授業料、④自身の事業活動からの収入、⑤企業、機

関、市民からの寄付、⑥ローン、援助からなると規定されており、さらに1998年7月23日

に法改正によって⑦その他という資金源の項目が増えた。

　「1991年教育法」において大学の資金源は、国の予算、学費、寄付金からなる規定されて

いたが、「1995年教育法」や「1995年高等教育法」が制定されることによって、大学の資金

源は国の予算、科学、研究活動のプロジェクト、授業料、自身の事業活動からの収入、寄付、

ローン、援助と拡大し、大学は学費、国からの予算、寄付だけの収入源にとどまらず、研究

や事業活動などを行って収入を得られることができるようになった。

　一方、大学の予算における政府の関係は、「1991年教育法」において、内閣は学生1人当

たりの教育費の基準を定めると規定されていたが、「1995年教育」において、内閣は、大学

の収入の比率、高等教育カリキュラムの費用を定めるとなり、権限を拡大したと言える。
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7 2015年に予算法の案に伴ういくつかの法律が改正された。その結果、教育法において、学生
一人当たりの学校の変動費は規範的費用と改語された。

 出典：http://www.olloo.mn/n/47334.html（最終確認2020年1月30日）



また大学の規範的費用（学生一人当たりの学校の変動費）や固定費を政府が提供すること

になった。

　続いて、「1995年教育法」「1995年高等教法」の施行以来、大学の予算に関わるどのよう

に変化があったのか、2020年現時点でどうなっているかについて検討する。ここでまず対

象とするのは、「2002年教育法」および「2002年高等教育法」である。

　まず、「2002年教育法」において、2008年11月2日の改正によって、国が高等教育機関の

固定費を提供するという項目が削除された。また、内閣が高等教育のカリキュラムの費用

を定めるという項目も削除されており、代わりに2009年2月13日の改正によって、高等教

育機関の学生に対する政府の助成金、貸付金および奨学金の金額は、毎年内閣によって決

定される（第40条国有の教育機関の資金調達第40.6条）と追記された。

　つぎに、「2002年高等教育法」において、大学の資金源について、第8章「高等教育の経済、

社会保障」第18章「高等教育の資金調達」の中で、2006年12月8日の改正によって上記の

「1995年高等教育法」の資金源⑤において、大学は関連する中央行政機関から承認された

規則に従って定められた寄付を得られるとして追記がされ、寄付の量的な制限が行われた

ようにみられる。

　以上から、大学の収入源において「2002年教育法」「2002年高等教育法」については、制

定されて以降大きな変化は見られなったことがわかる。ただし、政府が高等教育のカリキュ

ラムの費用を定めることをやめ、学生への奨学金や助成金などの金額を定めることで、大

学の資金調達に学生の支援を通じて、関わることになったと言える。また、最近の2018年

11月2日改訂によって政府が大学の固定費を払わなくなったことも変化としてあげられ

る。

　次に2011年7月9日に制定された「高等教育資金と学生の社会保障」という高等教育機

関の資金調達と学生の社会保障と関連する関係を規制するために特化した法律についてみ

る。第5条「高等教育の資金調達」高等教育機関の資金調達では、高等教育機関は次の資金

源で構成されるとされており（第5.1項）、具体的には、①設立者から譲渡された資産、②国

からの予算、③学術、研究活動のための資金、④授業料、⑤契約作業、サービス、その他の

企業活動からの収入、⑥経済的利益なしに企業から譲渡された資産の運用からの収入、⑦

企業、機関、市民の寄付、援助、贈与、⑧ローン資産、そして⑨その他が挙げられより多様

化した収入源の構造になっている。

　そして、この法律にはそれまでにない事項が多数定められている。まず、第5.5項におい

て、高等教育機関が基本的な機能を実行するために必要な施設、技術、設備を提供し、機関

の改修、拡大に関連する投資を提供する責任は設立者が負うとされ、つぎに、国有の高等

教育機関の固定資産の形成、更新、拡大に関する投資を国の予算から資金調達させる（第5.6
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項）と規定されている。さらに、2012年1月13日の改正によって、優れている高等教育機

関のプロジェクトやカリキュラムを選出し、高等教育部門の総収入の20％以下の資金を国

から提供するという規定がされている（第5.4項と第11.3項）。

　そして、2016年9月7日の改正によって、高等教育の資金調達のための国の資金を

内閣の特別基金法で規定されている「教育ローン基金」8に入れて、次学生への財政支援を

行うとし（第5.3項と第5.3.3項）学生の支援を促している。

　一方、政府の大学の資源調達への考えについて、モンゴル議会2015年決議第12号の付属

書、政府から教育に関する政策 /2014-2024/において、大学の予算に関する規定が次によう

に規定されている。すなわち、第6条「教育を持続的な発展させる経済、資源調達の制度」

で、すべてのレベルの教育機関の活動に対する資金調達と投資の額は、サービスの標準、質、

および達成する結果に応じて決定する（第6.1項）とし、教育資金調達をより複数の資金源

から構成させ、意図した目的のために効率的に使用する（第6.2項）、また、教員、職員、学

生の発展を支援し、社会問題を解決するための柔軟で効果的な金融制度を作成する（第6.3

項）ことを目指し、教材基盤を強化するのに、国内産業、投資家を支援する（第6.4項）、あ

らゆるレベルの教育機関の人材開発、投資、資金調達を支えた企業、機関、国際機関、ドナー

国に融資、支援、市民の真の援助を奨励する（第6.5項）。国内総生産の成長と一貫した方法

で教育部門の予算を増やし、それを使う権限を地方レベルに移す（第6.6項）ことが定めら

れている。

　以上のことから、大学の収入として国からの予算、学費、寄付からなることに加え、学術、

研究活動のための資金契約作業、サービス、その他の企業活動からの収入、経済的利益な

しに企業から譲渡された資産の運用からの収入など複数の資金源を獲得できるとなってい

るといえる。一方、政府は大学に規範的費用や設備の改修などに当たる費用を直接提供す

ることとし、当機関の優れたカリキュラムなどを選出し、資金調達支援するとともに、「教

育ローン基金」を通して、学生への経済支援を行うことにより、大学の予算に関わってい

ると言える。次節では、収入構造の詳細についてその実態をみることとする。

4．NUMの収入構造

NUMの収入源の構造を具体的な事例として取り上げると、表2のようになる。

　この表からまず、収入源の構造は前年度剰余金に加え、基本的な事業活動の収入と応用

事業活動の収入から成ることが分かる。さらに、基本な事業活動活動の収入が57.91％に対
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し、応用事業活動の収入が8.46％を示しており、基本な事業活動活動の収入が圧倒的に多

いのが分かる。

　さらに、基本な事業活動活動の収入が①予算の資金調達（5.69％）や②授業料（52.20％）

及び③内部計算から構成され、ほとんど学費から賄われているのも分かる。

　つまり、上記の法規定の検討によって明らかになった大学の資金源としての国からの予

算、学術、研究活動のための資金、授業料、契約作業、サービス、その他の企業活動からの

収入、企業、機関、市民の寄付、援助、ローン資産、などの中で、実態として学費からの収

入が圧倒的に多い状況がうかがえる。また、国からの収入として、当てはまる項目は1．基

本的な事業活動の収入のうちの①予算の資金調達（5.69％）になるが、学費の収入源と比べ

るとごくわずかを占めていることが分かる。

　さらに、国からの支出の内訳を見れば、次のような実態が読み取れる。

　まず、規範的費用の提供ついて、大学自身の学生への一人当たりの変動費を提供するの

ではなく、あくまで当大学の付属の普通教育機関や職業訓練センターといった中等教育段

階の学生に変動費を提供することになっている。

　次に、政府が当機関の優れたカリキュラムなどを選出し、資金調達するというのは、表

の政策支援、研究プロジェクトプログラムの項目が該当するが、2015年時点で政府から当

項目において資金調達がなかった。

　そして、学生への経済支援を通して、大学の予算に政府が支出している項目として、投資、

学習国有資金、研究所が挙げられる。いずれにしても、政府の大学への支出において、もっ

とも多いのは固定費（1.78％）が占めており、その次に、学生へ財政援助の項目（1.66％）なっ

ている。
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         表2．NUMの2015年度の収入源　　　　　　                                      単位1,000Tg

出典： https://shilendans.gov.mn/org/5717?group=0&year=2015 （最終確認2020年1月31日）を元に
筆者作成 .
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表２．NUM の 2015 年度の収入源               単位 1,000Tg 

項目 金額 ％ 

全ての額 61,181,041.11 100.00 

前年度剰余金 20,577,625.49 33.63 

今年度の収入: 40,603,415.62 66.37 

 １．基本的な事業活動の収入 35,427,721.23 57.91 

①予算の資金調達 3,481,198.09 5.69 

 投資建物 1,000,000.00 1.63 

 投資、学習国有資金、研究所 1,017,800.00 1.66 

 政策支援、研究プロジェクトプログラム - - 

 職業訓練センターの変動費 57,464.00 0.09 

 付属の普通教育機関の変動費 108,746.70 0.18 

 年金給付 65,310.70 0.11 

 固定費 1,090,134.09 1.78 

 学生の帰省の費用 141,742.60 0.23 

②授業料 31,934,532.14 52.20 

③内部計算 - - 

２．応用事業活動の収入 5,175,694.39 8.46 

①寮費 673,995.00 1.10 

②営業外の収入 4,501.699.39 7.36 

 ユニットの収入 767,236.67 1.25 

 契約の研究活動、プロジェクト 1,702,350.00 2.78 

 賃貸収入 69,018.06 0.11 

 預金利息収入 1,284,684.34 2.10 

 寄付 94,030.20 0.15 

 夏や一時的な行うプログラムの収入 85,718.82 0.14 

 卒業証書と身分証明書からの収入 102,725.00 0.17 

 手数料、その他 395,936.30 0.65 

出典： https://shilendans.gov.mn/org/5717?group=0&year=2015 (最終確認 2020 年１月

31 日）を元に筆者作成. 

 

続いて、NUM の 2017 年、2019 年の収入源を把握し、どのような変化がおきたか、そ



　続いて、NUMの2017年、2019年の収入源を把握し、どのような変化がおきたか、そし

て現時点2020年において、NUM の収入構造や、政府から支出の割合はどうなっているか

検討していきたい。なお、政府からの収入源に着目するため、2．応用事業活動の収入の内

訳は検討対象外とする。また、1．基本的な事業活動の収入の③内部計算から得られる収入

は2015年と同様に0（-）となっているため、③内部計算も外し、表3、表4を作成した。

　　

              表3．NUMの2017年度の収入源                                                    単位1,000Tg

出典： https://shilendans.gov.mn/org/5717?group=0&year=2017（最終確認2020年1月31日）を元に
筆者作成 .

　まず、2017年の収入源について、2015年と同様に国立大学の収入源は圧倒的に学費

（55.14％）が占めていることが分かる。それから、政府の支出は3.45％となり、2015年の

5.69％と比べると下がっている。具体的に、投資、学習国有資金、研究所（－）といった項

目に支出がなくなり、その代わりに政策支援、科学技術財団（0.14％）という項目において

支出をしている。科学技術財団はすべての大学を競争させ、優れた研究プロジェクトを援
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して現時点 2020 年において、NUM の収入構造や、政府から支出の割合はどうなってい

るか検討していきたい。なお、政府からの収入源に着目するため、２．応用事業活動の収

入の内訳は検討対象外とする。また、１．基本的な事業活動の収入の③内部計算から得ら

れる収入は 2015 年と同様に０（-）となっているため、③内部計算も外し、表３、表４を

作成した。 

   

   表３. NUM の 2017 年度の収入源                単位 1,000Tg 

項目 金額 ％ 

全ての額 64,111,239.20 100.00 

前年度剰余金 21,673,511.96 33.81 

今年度の収入: 42,437,727.24 66.19 

 １．基本的な 事業活動の収入 37,566,261.60 58.60 

①予算の資金調達 2,213,230.82 3.45 

 投資建物 500,000,00 0.78 

 投資、学習国有資金、研究所 - - 

 政策支援、科学技術財団 87,647.30 0.14 

 職業訓練センターの変動費 52,107.90 0.08 

 付属の普通教育機関の変動費 120,331.40 0.19 

 年金給付 135,723.92 0.21 

 固定費 1,215,992.80 1.90 

 学生の帰省の費用 101,427.50 0.16 

②授業料 34,353,030.78 55.14 

２．応用事業活動の収入 4,871,465.64 7.60 

  出典：https://shilendans.gov.mn/org/5717?group=0&year=2017（最終確認 2020 年１

月 31 日）を元に筆者作成. 

 

まず、2017 年の収入源について、2015 年と同様に国立大学の収入源は圧倒的に学費

（55.14％）が占めていることが分かる。それから、政府の支出は 3.45％となり、2015 年

の 5.69%と比べると下がっている。具体的に、投資、学習国有資金、研究所（－）といっ

た項目に支出がなくなり、その代わりに政策支援、科学技術財団（0.14％）という項目に

おいて支出をしている。科学技術財団はすべての大学を競争させ、優れた研究プロジェク

トを援助する政府の機関であることから、2017 年において、政府が大学の研究活動を奨励



助する政府の機関であることから、2017年において、政府が大学の研究活動を奨励する形

で支出をしたと言える。また、政府支出として2015年と同様に固定費が一番高く占めてい

る（1.90％）。

　

               表4．NUMの2019年度の収入源                                                 単位1,000Tg

出典： https://shilendans.gov.mn/org/5717?group=0&year=2019（最終確認2020年1月31日）を元に
筆者作成 .

　次に2019年の収入源について検討する。まず、今まで半分以上を占めていた学費の収入

源が49.88％となり、半分以下となっていることを分かる。それは、投資、学習国有資金、

研究所の収入源（2.19％）が2017年と比べると増加し、さらに応用事業活動の収入が8.46％

から10.12％に上がった結果と言える。この二年の間に大学は政府の支出や学費の収入に

だけに頼らず、自身で支出を得るために努力してきたと見える。また、政府からの支出に

おいて、2017年の収入源においてなかった投資、学習国有資金、研究所の項目で資金を支

給しており政策支援、科学技術財団といった項目においても増加させている。特に投資、

学習国有資金、研究所の項目に対する支出（2.19％）は今までずっと高かった固定費の支
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する形で支出をしたと言える。また、政府支出として 2015 年と同様に固定費が一番高く占

めている（1.90％）。 

 

  表４. NUM の 2019 年度の収入源              単位 1,000Tg 

項目 金額 ％ 

全ての額 81,449,751.57 100.00 

前年度剰余金 28,530,672.58 35.03 

今年度の収入: 52,919,078.99 64.97 

 １．基本的な事業活動の収入 44,675,574.10 54.85 

 4,044,837.19 4.97 

 投資/建物、修理/    179,000.00 0.22 

 投資、学習国有資金、研究所 1,780,000.00 2.19 

 政策支援、科学技術財団 661,000.00   0.81 

 付属の普通教育機関の変動費 112,177.80 0.14 

 年金給付 -    - 

 固定費 1,208,059.39   1.48 

 学生の帰省の費用 104,600.00   0.13 

②授業料 40,630,916.91  49.88 

２．応用事業活動の収入 8,243,324.88 10.12 

 出典：https://shilendans.gov.mn/org/5717?group=0&year=2019(最終確認 2020 年１月

31 日）を元に筆者作成. 

 

次に 2019 年の収入源について検討する。まず、今まで半分以上を占めていた学費の収入

源が 49.88％となり、半分以下となっていることを分かる。それは、投資、学習国有資金、

研究所の収入源（2.19％）が2017年と比べると増加し、さらに応用事業活動の収入が8.46％

から 10.12％に上がった結果と言える。この二年の間に大学は政府の支出や学費の収入に

だけに頼らず、自身で支出を得るために努力してきたと見える。また、政府からの支出に

おいて、2017 年の収入源においてなかった投資、学習国有資金、研究所の項目で資金を支

給しており政策支援、科学技術財団といった項目においても増加させている。特に投資、

学習国有資金、研究所の項目に対する支出（2.19％）は今までずっと高かった固定費の支

出（1.48％）を上回っている。法規定の検討で述べたように、大学の教育や研究の促進に

繋がる支出を試みているように伺える。一方、2018 年の法改正によって削除された固定費



出（1.48％）を上回っている。法規定の検討で述べたように、大学の教育や研究の促進に繋

がる支出を試みているように伺える。一方、2018年の法改正によって削除された固定費は

2019年に実態としてまだ存在しているが、2017年と比べると、1.90％から1.48％となり下

がっていることが分かる。

5．まとめ

　本稿では、国立大学の予算について、とくに国立大学の収入構造と関連する法規定を分

析し、NUMの予算の実態を明らかにすることを試みた。第2節では、モンゴルの高等教育

制度の変容について論じた。第3節では、大学の予算に関する法規定を用いて、収入源はど

のように規定され変更されているか、その変遷を論じた。続く第4節では、NUMの収入構

造について詳細に検討した上で、大学の収入構造の実態、変遷を明らかにした。以上の分

析をふまえると、次のようにまとめることができる。

　①民主化以降は国立大学の収入の内、政府からの支給提供の割合が小さくなった。理由

としてはモンゴル政府が未だに経済的に困難な状況があるとともに、大学の自立を促す意

図があったためと言える。ただ、支給提供がなくなったわけではなく、国立大学の設備な

どに支給し、学生や研究活動を間接的に支援することで、国立大学をカバーしてきた。②

特に政府から出てくる国立大学予算の中で、固定費は相対的に大きい位置づけであった。

近年は学生や大学の研究活動への支援をする形へ変わっている。③但し、以前として授業

料が国立大学の収入の内、圧倒的に大きな割合を占めたままになっている。国立大学と言

いながら、政府から財政支出が小さく、学生から徴収する授業料が中心で運営している特

徴を持つ。

　なお、本稿はとくに収入構造に着目して、大学の予算の特質を明らかにしようと進めた

が、今後の研究課題として次の2点を挙げておきたい。

　第1に、国立大学の収入に対して、実態としてどのような支出がされているのか分析を

したい。

　第2に、今回は代表としてNUMだけの分析にとどまったが、残り含めた18校のすべての

国立高等教育機関の予算を分析し、大学毎の多様性を踏まえた分析をしたい。
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